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　医療業界におきましては、「病床機能報告制度」の運用がスタートし、各都
道府県は、医療機関からの病床報告に基づき、中長期的な地域の医療提供
体制の再構築に向けた「地域医療構想」の策定を開始しております。
　当社グループが属する医療機器販売業界におきましては、償還価格の改定
や医療機関のコスト削減要請の高まり等により、業者間の競争が一層激しく
なっており、異業種からの参入による業界再編の動き等も現れております。
　このような状況の下、当社グループでは、重点事業であるＳＰＤ事業の拡大
に向けた取り組みとして、医療機関における消耗品管理の効率化やコスト削
減提案等を進め、契約施設数の増加を図ってまいりました。
　これらの取り組みは一定の成果に繋がりましたが、大型の設備案件の減少
や消費税増税後の需要減少に加え、前期の不祥事に伴う指名停止措置の影
響等の要因により、業績面は前期を下回ることとなりました。
　これらの結果、当期の業績は、売上高は503億10百万円（前年同期比1.4％
減）、営業利益は5億38百万円（前年同期比35.7％減）、経常利益は6億16百
万円（前年同期比25.4％減）、当期純利益は3億59百万円（前年同期比
35.1％減）となりました。

社会と時代のニーズをいち早く把握し、
きめ細やかなサポートで
地域医療に貢献してまいります。

代表取締役社長

　的確な診断と高度な治療、そして、安心な療養環
境を求められる医療の現場。より良い環境を整える
ためには、社会と時代のニーズを把握した的確な判
断が必要とされています。山下医科器械は、医療機
関、医療スタッフの皆様が担う使命を共有し、あら
ゆる要望にお応えできる「トータルメディカルサ
ポート企業（総合医療支援企業）」として、地域医療
に貢献してまいります。
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決算状況を抜粋してご紹介します。

●大型設備案件の減少および消費税増税後の需要減少
●前期の不祥事に伴う指名停止措置の影響
●主に一般機器分野、整形・理化学等専門分野で売上減少

●売上減少に伴う売上総利益の減少

　医療機器販売業のうち、一般機器分野では、病院建替えや設備更
新等の大型案件の減少に伴い、手術室関連機器等の医療機器備品
やＣＴ検査システム、放射線治療装置等の売上が減少したことか
ら、売上高は100億19百万円（前年同期比18.2％減）となりました。
一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約施設の増加に伴い、医療機器消耗
品の売上が増加したことから、売上高は187億22百万円（前年同期
比3.5％増）となりました。
　低侵襲治療分野では、腹腔鏡システム等のサージカル備品やＩＶ
Ｅ等の内視鏡処置用医療材料の売上が増加したことから、売上高は
129億70百万円（前年同期比7.9％増）となりました。
　専門分野では、病理検査機器等の理化学備品や骨折治療材料等
の整形消耗品の売上が減少したことから、売上高は64億43百万円
（前年同期比4.1％減）となりました。

　情報・サービス分野では、医療ガス設備工事等の売上が増加し
たことから、売上高は18億62百万円（前年同期比10.5％増）となり
ました。
　この結果、医療機器販売業の売上高は、500億17百万円（前年同
期比1.5％減）となりました。
　医療モール事業では、主として賃料収入により、売上高は68百万
円（前年同期比24.0％増）となりました。

　今後の医療業界におきましては、地域の生活を支える医療体制の
構築、病床機能の分化・連携、在宅医療・介護連携の充実等が推進
されるほか、地域医療構想に基づき病床再編への取り組みが促進さ
れる等、医業経営への影響が広がるものと予想されます。
　このような状況の下、当社グループは、商品の品質確保はもとよ
り、医療機関のコスト削減提案、高付加価値サービスの提供に取り
組み、事業基盤の強化を図ってまいります。また、安定的かつ効率的
な物流体制の構築を図るため、新物流センター（長崎県諫早市）の
建設を進めております。さらに、子会社事業の強化を進めるほか、パ
ナソニックヘルスケア株式会社との合弁会社設立による医療ＩＴ分
野市場でのシェア向上を図るなど、グループ全体としての成長を目
指してまいります。
　これらを踏まえ、次期におきましては、増収を予定しております
が、利益面におきましては、新物流センター建設に伴う先行費用の

発生や営業人員増加による人件費の増加等により、営業利益、経常
利益は減益を予想しております。当期純利益につきましては、法人
税等の実効税率の低下が見込まれること等から、増益となる見込み
です。

平成27年5月期　総括

平成28年5月期 通期見通し

※平成25年5月期以前の数値データにつきましては、過年度訂正後の実績値でございます。

売上高

経常利益

46,348

311

50,310

616

目　標 結　果

※上記の業績予想は、平成27年7月8日現在において入手可能な情報に基づき
　作成したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要因によって
　大きく異なる結果となる可能性があります。

▶平成28年5月期 連結業績予想 （単位：百万円）

（単位：百万円）

売上高

通　期

前期比
増減率

51,774

2.9％増

600

2.5％減

366

2.1％増

経常利益 当期純利益
減収要因 減益要因

売上高
503億 5億10百万円 

当期純利益

H25/5H24/5H23/5

44,325
40,059

47,132

H26/5 H27/5

51,049 50,310

営業利益
38百万円 

6億16百万円 3億59百万円 
経常利益

H25/5H24/5H23/5

413

115

528

H26/5 H27/5

837

538

H25/5H24/5H23/5

474

179

593

H26/5 H27/5

826

616

H25/5H24/5H23/5

170

△300

321

H26/5 H27/5

553

359

H28/5

51,774（予想）

H28/5

525（予想）

H28/5

600（予想）

H28/5

366（予想）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）  （単位：百万円）
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材料消費

診療報酬請求

消費管理

分析

H23/5 H24/5 H25/5 H26/5 H27/5

4,147

5,423

6,546
6,964

8,805■ SPD事業売上額
（単位：百万円）

05 06

SPD事業のご紹介

SPD
●当社独自のSPD（物品管理支援サービス）　
医療材料の安定供給だけでなく、医療材料消費データの分析を行い、各診療部門へ材料費コスト削減提案を行います。

SPD

SPD
システム

導入で改善

自社開発の

SPDセンター

消費データ 消費データ

材料費コスト削減提案

材料消費報告処置箋

医
療
材
料
の

安
定
供
給

Supply Processing and Distribution
病院経営上の様々なＬＯＳＳの削減を目指すシステム

TOTAL MEDICAL SUPPORT
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とは…

サプライ プロセッシング ディストリビューションアンド

病院の様々なご要望にお応えし
総合的なコンサルティングを実施
各診療現場

・在庫管理業務を
  簡素化したい

・物品請求業務を
  簡素化したい

・有効期限管理を
  簡素化したい

・データを分析
  したい

・デッドストックを
  抑制したい

・保険請求漏れを
  防止したい

・医療材料購入額の削減

・不動在庫、期限切れ在庫
  の削減

・業務負担の削減

・保険請求漏れの削減

削減が可能

・在庫量（金額）

・物品購入量（金額）

・部門別使用量（金額）

・保険請求可能
 物品使用量（金額）

可視化が可能

・請求精度の分析
  をしたい

・コストを削減
  したい

事務部門 医事部門

医事課

管理部門

各診療部門

コンサルティング

　当社グループでは、平成24年5月期より平成26年5月期の3か年
を計画期間とする前中期経営計画において、経営基盤である医療機
器販売における生産性の回復を最重要課題として推進し、社員還
元・株主分配・内部留保を十分に実施できる利益体質の再構築に
向け、全社を挙げて取り組んでまいりました。
　その結果、基盤事業である医療機器販売業は、各分野において好
調な推移を示し、平成26年5月期においては、創業以来初となる売

上高５００億円を突破するとともに、利益面に関しましても過去最
高益を更新いたしました。
 　一方で、平成25年11月に元従業員による不祥事が発覚して以
来、コンプライアンス面や相互牽制機能等の更なる強化に努めてお
り、今後も全社をあげて継続して取り組むべき課題として位置付け
ております。

　当社グループは、「トータルメディカルサポート（総合医療支援）企
業」の実現を事業の基本精神として、地域医療の充実と安定、医療
の品質向上、医業経営の効率化、患者と医療従事者の安全安心に資

する様々な商品・サービスを開拓し、提案して参ります。また、コン
プライアンスを徹底し、企業理念である「地域医療への貢献」を追求
し続けることにより、企業の社会的責任を果たしてまいります。

前中期経営計画の総括

1 更なる基盤事業の強化と推進体制の構築
　各部門に即した機動的な戦略により、地域性や専門性、医療のIT
化など多様化するニーズに総合的に対応していくことで、お客様へ
より一層ご満足いただける製品・サービスを提供して参ります。ま
た、高付加価値商材の創出を積極的に推進し、収益力の高いビジネ
スモデルの構築を進めて参ります。

2 地域医療構想に即した新規事業の創出
　地域医療に貢献するトータル・メディカル・サポート企業として、
より地域に根差した商品供給体制、流通サービス形成モデルを確立
していくことで、医療現場をサポート致します。また、医療制度改革
の状況を踏まえ、周辺事業への積極的な取り組みにより企業価値向
上を目指します。

3 グループ統制とガバナンス強化に即した経営体制の刷新
　「適正規模でのグループ化、権限・責任の明確化」「各事業領域にお
ける専門性の追求と有機的なシナジー効果の発揮」「機動的で迅速な
意思決定」を実現するグループ経営体制の構築を推進して参ります。

4 積極的な人材確保と教育
　今後予想される労働人口の減少に対して、採用手法や資源投下を
見直しつつ、積極的な労働力の確保を行うとともに、次世代を担う
若手の育成や、営業力強化によるサービス向上のための各段階別研
修を積極的に実施して参ります。

5 コンプライアンス、内部統制の徹底と経営理念経営
　コンプライアンスや内部統制システムの徹底、「経営理念を基軸と
した経営」を全社に周知し、各事業所・部門において、コンプライア
ンス研修の継続強化と段階別教育を実施することで、社員の正しい
仕事観、倫理観に基づいた業務を展開して参ります。

新中期経営計画について

H25/5H24/5H23/5

44,325
40,059

47,132

H26/5 H27/5

51,049 50,310

H28/5 H29/5 H30/5

51,774
（予想）

58,000
（目標）

【基本方針】



医療ＩＴ市場におけるシェア拡大のため、
「メディコムネットワークス九州㈱（仮称）」をパナソニックヘルスケア㈱と
共同で設立いたします。

より地域に根差した物流供給体制、流通サービスを確立するため、
新物流センターを新設いたします。

医療ＩＴ化への対応を強化し、きめ細やかなサービスで地域医療体制をバックアップ
高度な専門知識とノウハウで医療と介護福祉のパイプ役を担ってまいります。

　超高齢化の進展が今後ますます進む中、団塊の世代が75歳以
上となる2025年を目途に、医療・介護・生活支援が一体的に提
供される地域包括ケアシステムの構築が進められております。ま
た、その実現には医療ＩＴの活用による地域連携が不可欠であり、

自治体や医療機関等における課題の一つとなっております。
　当社グループでは、医療機関のＩＴ化と地域の医療・介護福祉
のネットワーク化を支援するため、質の高いサービスを提供して
まいります。

医療IT化と地域ネットワーク

医　療
病気になったら…

介　護
介護が必要になったら…住まい

・急性期病院
・亜急性期・回復期
 リハビリ病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

認知症の人日常の医療
・かかりつけ医
・地域の連携病院 ■在宅系サービス

・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
 （小規模多機能型居宅介護+訪問看護）等
■介護予防サービス
■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設　・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

※地域包括ケアシステムは、おおむね
30分以内に必要なサービスが提供
される日常生活圏域（具体的には中
学校区）を単位として想定

通院・入院 通所・入所

生活支援・介護予防
いつまでも元気に暮らすために…

メディコムネットワークス九州株式会社（仮称）

　医療情報システムを中心としたネットワーク化による「医療の質の向上」と「効率化」を目指し、医療機関や保険薬局への医療情報システム
の提案から保守、インストラクション、人材育成までをトータルに支援する「メディコムネットワークス九州㈱（仮称）」を共同で設立いたします。
　これにより、パナソニックヘルスケア㈱が取り扱う電子カルテやレセコン等のメディコム製品および関連機器の販売・サービスに関し、九
州・沖縄における新たなプラットフォームを構築し、お互いの知見やノウハウを活用しながら、シェア拡大の達成を目指してまいります。

新物流センター（長崎県諫早市）

当社では現在、長崎県諫早市に新物流セン
ターの建設を進めており、平成２８年９月の
稼働を予定しております。稼働後は、物流セ
ンター、鳥栖ＳＰＤセンター、ならびに福岡Ｓ
ＰＤセンターと相互に連携をとり、早期にフ
ル稼働体制にすることで、効率的な物流体
制の構築を目指してまいります。

病院クリニック

新物流センターのイメージ図

yamashitaの可能性
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平成27年5月期 連結売上高構成比

　一般機器分野は、汎用医療機器か
ら高度医療機器まで幅広い製品を取
り扱う、当社の中核事業分野です。消
化器外科、整形外科、脳外科などの急
性期医療を中心とした様々な診療、
検査、手術、救急といった院内各部署
における総合的な販売活動を行って
います。

売上高　
100億19百万円
（前期比18.2%減）

●事業内容

　当期の一般機器分野の売上高は、病院
建替えや設備更新等の大型案件の減少
による、手術室関連機器等の医療機器備
品や、CT検査システムや放射線治療装置
等の売上げ減少により100億19百万円
（前年同期比18.2%減）となりました。

●当期の業績

　一般消耗品分野では、医療機関が
使用する様々な医療用消耗品を取り
扱っています。当分野において、当社
は、ＳＰＤ（院内物品管理システム）の
提案を進め、物品管理業務等をサ
ポートするとともに、コスト削減提案
など、病院経営の効率化をサポートし
ています。

売上高　
187億22百万円
（前期比3.5%増）

●事業内容

　当期の一般消耗品分野の売上高
は、SPD契約施設の増加による医療
機器消耗品の売上増加により187億
22百万円（前年同期比3.5％増）とな
りました。

●当期の業績

　低侵襲治療分野では、より専門性
の高い治療技術が要求されます。当
社では、応用範囲が急速に拡大する
内視鏡関連商品のほか、Ｘ線透視下
での画像診断治療、循環器治療に使
用する様々な商品を取り扱っており
ます。

売上高　
129億70百万円
（前期比7.9%増）

●事業内容

　当期の低侵襲治療分野の売上高
は、腹腔鏡システム等のサージカル備
品や、IVE等の内視鏡処置用消耗品の
売上増加により129億70百万円（前
年同期比7.9％増）となりました。

●当期の業績

　情報・サービス分野では、電子カル
テ等の医療情報システムの販売はもち
ろん、ＩＣＴを活用した地域医療体制の
構築支援を行うほか、医療ガス配管工
事、医療機器のメンテナンスサービス、
医療廃棄物収集運搬等の幅広いサー
ビスを提供しております。また、クリニッ
クの新規開業支援も手掛けています。

売上高　
18億62百万円
（前期比10.5%増）

●事業内容

　当期の情報・サービス分野の売上
高は、医療ガス設備工事等の売上増
加により18億62百万円（前年同期比
10.5%増）となりました。

●当期の業績

　専門分野では、高度な専門知識を
もったスタッフが、医療技術や顧客
ニーズに応じて、整形外科関連製品、
眼科機器、皮膚・形成関連機器の提
供を行うほか、より高精度で安全な
臨床検査機器・システムの提供や快
適な検査環境づくりのサポートを
行っています。

売上高　
64億43百万円
（前期比4.1%減）

●事業内容

　当期の専門分野の売上高は、病理検
査機器等の理化学備品や、骨折治療材
料等の整形消耗品の売上減少により
64億43百万円（前年同期比4.1％減）
となりました。

●当期の業績

　「地域医療の発展に貢献する」とい
う経営理念に基づき、地域から求め
られる質の高い医療を受ける機会を
創出するため、複数の医療施設を
コーディネートして提供することので
きる医療モール事業を展開していま
す。

売上高　
68百万円
（前期比24.0%増）

●事業内容

　当期の医療モール事業におきまして
は、主として賃貸収入により売上高は
68百万円（前年同期比24.0％増）とな
りました。

●当期の業績

一般機器分野 19.9% 一般消耗品分野 37.2% 低侵襲治療分野 25.8% 専門分野
12.8%

情報・
サービス分野
3.7%

医療モール事業
売上高68百万円

その他事業

医療機器販売業 売上高500億17百万円 99.4% 0.1%

0.5%

セグメント情報
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　当期末の総資産は、183億83百万円とな
り、前期末に比べて1億76百万円減少いた
しました。流動資産は、主に現金および預
金の減少により、前期末に比べて2億67百
万円減少し、150億15百万円となりました。
固定資産は前期末に比べて91百万円増加
し、33億68百万円となりました。

連結貸借対照表 （単位：百万円、百万円未満切り捨て）

（平成26年5月31日現在）

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

資産合計

流動負債

固定負債

負債合計

株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　退職給付に係る調整累計額

少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計

15,282

3,277

2,624

35

616

18,559

12,628

337

12,965

5,492

494

627

4,371

△1

100

145

△45

1

5,594

18,559

15,015

3,368

2,618

30

719

18,383

12,129

376

12,506

5,670

494

627

4,549

△1

205

212

△6

1

5,877

18,383

科　目 前　期
（平成27年5月31日現在）
当　期

資
産
の
部

負
債
の
部

純
資
産
の
部

資産の部

　負債は、支払手形及び買掛金、賞与引当金
の減少等により、前期末に比べて4億58百
万円減少し、125億6百万円となりました。ま
た、純資産は、前期末に比べて2億82百万円
増加し、58億77百万円となり、自己資本比
率は32.0%となりました。

負債及び純資産の部

連結損益計算書

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円、百万円未満切り捨て）

売上高
売上原価
　売上総利益
販売費及び一般管理費
　営業利益
営業外収益
営業外費用
　経常利益
特別利益
特別損失
　税金等調整前当期純利益
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等還付税額
　法人税等調整額
　少数株主損益調整前当期純利益
　少数株主利益又は少数株主損失（△）
当期純利益

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得

当期変動額合計
当期末残高

51,049
44,843
6,205
5,368
837
102
113
826
－
2

823
369
△86
△13
553
△196
553

50,310
44,476
5,833
5,295
538
96
18
616
15
4

627
192
－
75
359
63
359

科　目 当　期
連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円、百万円未満切り捨て）

平成25年6月1日から
平成26年5月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

1,888
△157
△122
1,608
3,539
5,148

△464
△573
△142
△1,180
5,148
3,967

科　目 前　期
平成26年6月1日から
平成27年5月31日まで

当　期

POINT当期決算のポイント

当　期

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

株主資本 その他の包括利益累計額
（単位：百万円、百万円未満切り捨て）

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

少数株主
持分

純資産
合計

5,555

△142
359
△0

321
5,877

494

ー
ー
ー

ー
494

ー

627

ー
ー
ー

ー
627

ー

4,333
 

△142
359
ー

216
4,549

ー

△1

ー
ー
△0

△0
△1

ー

5,453
 

△142
359
△0

216
5,670

ー

△45

ー
ー
ー

38
△6

38

145

ー
ー
ー

66
212

66

100

ー
ー
ー

105
205

105 105

1

ー
ー
ー

0
1

0

平成25年6月1日から
平成26年5月31日まで

前　期
（ ） 平成26年6月1日から

平成27年5月31日まで（ ） （ ）（ ）

平成26年6月1日から
平成27年5月31日まで（ ）

　当期において、営業活動により減少した資金は4億64百万円（前期は18億
88百万円の増加）となりました。その主な要因は、売上債権の増加4億71百万
円によるものであります。

営業活動によるキャッシュ・フローポイント3

　当期において、投資活動により減少した資金は5億73百万円（前期は1億57百
万円の減少）となりました。その主な要因は、有価証券の取得による支出14億円
及び有価証券の償還による収入10億円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローポイント4

　当期において、財務活動により減少した資金は1億42百万円（前期は1億22百
万円の減少）となりました。その主な要因は、株主配当金1億42百万円の支出に
よるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローポイント5

3

1

2

2

4
5

ポイント1

ポイント2

連結財務諸表
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当期の年間配当金は、
1株あたり43円とさせていただきました。

　当社では、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を
確保しつつ、安定かつ継続的な配当を実施することを基本方針とし、連結
配当性向30％を基準に、業績等を勘案して利益還元を行っております。
　当期の期末配当につきましては、上記基本方針を踏まえ、1株当たり43
円とさせていただきました。
　来期（平成28年5月期）の配当につきましては、上記基本方針および業
績を勘案しながら検討する予定ですが、現時点におきましては、期末配当
として1株当たり44円を計画しております。

配当金の方針

株主優待制度のご案内

　当社は、株主の皆様からの日頃のご支援
に感謝するとともに、当社株式への投資の
魅力を高め、中長期的に保有いただける株
主様の増加を図ることを目的として、年２
回、第２四半期末時点および期末時点での
株主様に対して、株主優待を実施いたして
おります。

会社概要（2015年5月31日現在）

役員および執行役員（2015年8月27日現在）

株式の状況（2015年5月31日現在）

大株主（上位10名）

監査等委員会設置会社への移行に関するお知らせ

〈株主優待制度の内容について〉

毎年11月30日および5月31日現在の株主名簿に記録された
1単元（100株）以上保有の株主様を対象といたします。 

①対象株主

毎年11月30日および5月31日現在の下記基準の
保有株式数に応じて、当該商品を贈呈いたします。 

②優待の内容

③贈呈の時期
11月30日現在の対象株主様 

2月下旬

8月下旬

  5月31日現在の対象株主様 

会社名 山下医科器械株式会社
YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

創　業
設　立
資本金

1926（大正15）年8月
1950（昭和25）年4月
4億9,402万5,000円

本　店 〒857-8533
長崎県佐世保市湊町3番13号

福岡本社
〒810-0004
福岡県福岡市中央区渡辺通三丁目6番15号
NOF天神南ビル6階

従業員
連結子会社

518名（連結）
株式会社イーピーメディック

※持株比率は発行済株式の総数から自己株式984株を控除した株数に対する比率を表示しております。

山下　尚登
山下　耕一
株式会社ミック
山下　弘高
山下医科器械社員持株会
オリンパス株式会社
株式会社親和銀行
株式会社ウイン・インターナショナル
山下　浩
株式会社大黒

348,400
274,900
272,952
130,000
79,332
60,000
48,000
46,500
43,000
42,400

13.65
10.77
10.69
5.09
3.10
2.35
1.88
1.82
1.68
1.66

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

役　員

執行役員

代表取締役社長
取締役
取締役
取締役
社外取締役（常勤監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）
社外取締役（監査等委員）

山下　尚登
吉野　敏彦
伊藤　秀憲
北野　幸文
松尾　正剛
小髙　喜久夫
古閑　慎一郎
山下　俊夫

＊
＊
＊

＊印は執行役員を
　兼務

執行役員　　　　　　　　　　　　吉野　敏彦
執行役員　　　　　　　　　　　　伊藤　秀憲
執行役員　　　　　　　　　　　　北野　幸文
執行役員　　　　　　　　　　　　嘉村　厚
執行役員　　　　　　　　　　　　加藤　武彦

8,000,000株
2,553,000株

2,863名

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

事 業 年 度

剰余金の配当基準日

定 時 株 主 総 会
単 元 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人

同 連 絡 先

特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

毎年6月1日から翌年5月31日まで
5月31日
中間配当を行う場合は11月30日
毎年8月
100株
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711 (通話料無料)
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
みずほ信託銀行株式会社
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
TEL 0120-288-324 (通話料無料)

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所 市場第一部

公 告 の 方 法

電子公告により行う
http://www.yamashitaika.co.jp

(ご注意)

株主メモ

(ただし、電子公告によることができない事故、その他の
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告
いたします。)

平成27年8月27日付で、平成27年5月1日施行の「会社法の一部を改正する
法律」（平成26年法律第90号）により新たに創設された「監査等委員会設置会
社」に移行いたしました。

各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承るこ
ととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人
（三菱UFJ信託銀行株式会社）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、みずほ信託銀行株式会社が
特別口座の口座管理機関となっておりますので、みずほ信託銀行株式会社にお問合せください。
株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行株式会社）ではお手続きできませんので、ご注意ください。
過年度の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行株式会社本支店でお支払いいたします。

1.

2.

3.

保有株式数 優 待 品
100株～999株     500円相当のクオカード 
1,000株～1,999株 1,000円相当のクオカード 
2,000株以上 1,500円相当のクオカード 

0

30

60
（円）（％）

H25/5H24/5H23/5

●連結配当性向
■年間配当金

H26/5 H27/5 H28/5
（予想）

24

10

48

38.1

25.8
30.6

35.9

56

43 44

配当金の推移

※平成25年5月期以前の連結配当性向については、
　過年度決算訂正後の実績値を記載
※平成23年5月期は当期純損失のため配当性向の算出不可

株主様インフォメーション 会社概要・株式状況
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